
１　制度の背景
　国民の暮らしを担う地方公共団体は、健全な財政を維持する経営の能力が問われています。しかし、一部の団体の
著しい財政悪化が明らかになったように、従前の制度では事態が深刻化するまで状況が明らかにならないという課題
がありました。地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な
対応を取るために「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年法律第94号）が施行され、地方公共団体
は健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）及び公営企業
会計の⑤資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付し、意見を付けた上で、議会に報告し、公表しなければならない
こととなりました。
　従来の普通会計だけではなく、公営企業を含む全ての特別会計や一部事務組合、第三セクター等についても指標の
対象となり、フロー指標（資金収支）とともにストック指標（資産、負債）についても着目し健全性を維持していくことが求
められます。
　なお、平成20年度決算から、指標のうち一つでも、早期健全化基準を超えれば自主的な改善努力による財政健全化
を目的とし、議会の議決が必要な「財政健全化計画」を策定することとなり、さらに財政再生基準に達する指標が一つ
でもあれば、議会の議決を経て、総務大臣に協議し同意を求めることができる「財政再生計画」を策定し、国の関与に
よる確実な再生を行なうこととなります。これは、分かりやすい財政情報を十分開示することや、地方公共団体の財政
について早期に健全化を計れるようにすることなどを目的としています。
　
　能登町の、これら比率の対象会計等を図示すると以下のとおりです。

国民健康保険特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

石川県市町議会議員公務災害補償等組合
石川県市町村職員退職手当組合
のと鉄道運営助成基金事務組合
奥能登クリーン組合
奥能登広域圏事務組合
石川県市町村消防団員等公務災害補償等組合
石川県市町村消防賞じゅつ金組合
石川県後期高齢者医療広域連合
(株)能登町ふれあい公社
(有)のとクリーンサービス
(株)能登自動車学校
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２　算定結果（令和４年度決算）

　（１）　早期健全化・再生に関する指標
区　　分

①実質赤字比率
②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率
＊－％は、赤字比率がない。

　（２）　公営企業の経営健全化に関する指標
区　　分

＊－％は、資金不足比率がない。早期健全化基準は、公営企業ごとに判断する。

健全化指標と健全化基準との関係は以下のとおりです。

(指標の公表は平成19年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成20年度決算から適用）

　ｱ）早期健全化・再生に関する指標 早期健全化基準

①実質赤字比率 能登町－％
（一般会計等の収支） (黒字3.33%)

②連結実質赤字比率 能登町－％
（公営事業を含む全会計の収支）(黒字20.03%)

③実質公債費比率 能登町
（公債費負担の割合） 4.2%

④将来負担比率 能登町
(実質的負債(ｽﾄｯｸ)の指標） 26.3%

　ｲ）公営企業の経営健全化に関する指標 経営健全化基準

⑤資金不足比率 能登町
（公営企業ごとの資金不足の料金収入の割合） 資金不足額なし

20%
　　　(経営健全化団体)

財政再生基準

350%

20%

30%

35%

(再生段階)

25%

18.53%

(早期健全化段階)

13.53%

能登町算定値
－％
－％

３５０．０％
　４．２％

早期健全化基準 財政再生基準
１３．５３％
１８．５３％
　２５．０％

２０％
３０％
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２０％
２０％⑤資金不足比率

２６．３％

２０％

能登町算定値
－％
－％
－％

水道事業会計
下水道事業会計
病院事業会計

経営健全化基準会 計 名



３　財政指標の内容と対象範囲

① 実 質 赤 字 比 率

②連結実質赤字比率

 
③ 実 質 公 債 費 比 率

④ 将 来 負 担 比 率

⑤ 資 金 不 足 比 率

４　結果
　能登町の令和４年度決算に基づいて算定された、健全化判断比率(実質公債費比率、連結実質赤字比
率、実質公債費比率、将来負担比率）はいずれも早期健全化基準及び財政再生基準を下回り、公営企業
においても資金不足額が発生していません。今後も健全な財政運営に努めてまいります。
　また、実質公債費比率は１８％未満であり、実質赤字や連結赤字が無く、将来負担比率が３５０％以
下であることから、民間等資金債を発行する場合は、原則として協議が不要となり、事前の届出によることとなる
協議不要対象団体であります。

　一般会計が負担する公債費（一般会計の公債費、公営企業や一部事務組合への繰出金や補助費で公
債費に準じる額、債務負担行為に基づく公債費に準ずるもの、一時借入金利子を合わせた額）から特定財源
や交付税算入される部分を除いた金額を標準財政規模から交付税算入される部分を除いた額に対する割合。
（令和２・３・４年度決算　　３ヶ年度平均値を用いる。)
　能登町の算定結果は、４．２％となりました。早期健全化基準（２５％）や財政再生基準（３５％）
と比べても問題ない値です。

　一般会計が将来負担する町債や債務負担行為などの実質的な負債に、公営企業や一部事務組合、第三
セクター等も含めた実質的な負債額を加えた額から、充当可能な基金や特定財源、交付税算入見込額を除
いた金額を標準財政規模から交付税算入される部分を除いた額の割合です。標準的な収入で何年分に相当
するかを示しています。

　公営事業の資金不足額の事業規模に対する比率で、公営企業の経営状況を示すものです。
　能登町では、資金不足は発生しておらず、「－％」と表示。

　一般会計等の実質赤字額の標準財政規模（標準税収入額等に普通交付税、臨時財政対策債発行可
能額を加算した額）に対する比率です。
　能登町の実質収支は黒字であり、実質赤字は生じておらず、実質赤字比率は該当しないため「－％」と表
示。なお、黒字額の標準財政規模に対する比率は３．３３％となりました。

　一般会計のほか、公営企業会計を含めた全ての会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。
　能登町の一般会計等及び特別会計の実質赤字額及び公営企業会計の資金不足を合わせた、連結実質
赤字比率は該当しないため「－％」と表示。
　なお、黒字額の標準財政規模に対する比率は２０．０３％となりました。



Ver.04.00

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

174637 石川県 能登町 - - 4.2 26.3

団体区分 5.町村

↑※必ず選択して下さい。

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 13.53 18.53 25.0 350.0

8,960,279 79,413 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

総括表① 健全化判断比率の状況 （令和4年度決算）



Ver.04.00 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 298,856 3.3 能登町水道事業会計 772,501 8.6

能登町下水道事業会計 83,952 0.9

能登町病院事業会計 590,147 6.6
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小　　　計 298,856 3.3

標準財政規模 8,960,279 100.0

実質赤字比率　（％） -3.33 ※

会　　計　　名 実質収支額

能登町国民健康保険特別会計 14,255 0.2

能登町後期高齢者医療特別会計 0
能登町介護保険特別会計 35,259 0.4 法

非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 1,794,970 20.0

標準財政規模（再掲） 8,960,279 100.0

連結実質赤字比率　（％） -20.03 ※
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総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （令和4年度決算）



団体名

Ver.04.00

（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金及び準
元利償還金(ただ
し、④～⑦に係
るものは、地方
債の元利償還額
を基礎として算
入されたものに
限る)

令和2年度 1,981,401 746,510 53,792 250 99,419 275,226 2,108,350 68,820

令和3年度 2,219,480 698,075 53,767 582 204,127 267,124 2,064,539 68,248

令和4年度 1,977,223 726,532 52,833 229 92,965 267,705 2,072,618 69,091

⑫ ⑬ ⑭ ⑮

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

地方財政法第５
条の３第４項第
１号の規定に基
づき総務大臣が
定める額
（特別区のみ記
入）

令和2年度 2,091,719 6,565,260 249,594 令和2年度 3.56572

令和3年度 1,987,589 6,904,578 304,755 令和3年度 5.41217

令和4年度 2,029,181 6,851,685 79,413 令和4年度 3.88404

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第12条第
４号）

令和2年度

令和3年度

令和4年度

4.2

⑥の内訳

石川県能登町

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

総括表③ 実質公債費比率の状況（令和4年度決算）



Ver.04.00
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人 第三セクター等
(損失補償、信託、貸付)

20,014,018 0 8,279,730 113,146 2,106,397 0 0 0 0 0 0 0

（分母比） 306 126 2 32

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

3,507,970 1,027,218 538,497 24,251,089

（分母比） 54 16 8 370

466 440 26

137 37 100

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

石川県能登町

組合連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

充当可能基金
充当可能
特定歳入

設立法人の
負債額等

負担見込額

基準財政需要額
算入見込額

地方債の現在高

将来負担額　A

標準財政規模　Ｃ

充当可能財源等　Ｂ

30,513,291

8,960,279

26.3

将来負担比率　（％）

6,550,865

1,727.014

2,409,414

28,786,277  

算入公債費等の額　Ｄ

―

総括表④ 将来負担比率の状況 （令和4年度決算）

―

＝ ＝
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